
                

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

本解答は令和 3 年 8 月 26 日 16 時に学校法人大原学園が独自に作成したもので，予告なしに内容を変更

する場合があります。また，本解答は学校法人大原学園が独自の見解で作成・提供しており，試験機関

による本試験結果等について保証するものではありません。 

本解答の著作権は学校法人大原学園に帰属します。無断転用・転載を禁じます。 

令和 3 年 

公認会計士論文式試験 

【解答速報】 

租 税 法 

第１問・第 2 問 

 



 

 

 

資格の大原 無断転用・転載を禁じます 

 

 

Ｂ法人は，内国法人である公益法人等であるため，収益事業以外から生じた所得

については，法人税法第７条により，法人税を課さない。したがって，Ｂ法人がＡ

社から収受した金銭配当は，法人税が課されない。また，源泉徴収された所得税等

については，同法第68条第２項により，所得税額控除の適用はない。 

Ａ社が代表取締役Ｑに対して，毎月30万円の広告宣伝費を上乗せして支払った給

与は，事実を仮装して経理をすることによりその役員に対して支給する給与に該当

する。Ａ社が代表取締役Ｑに仮装して支払った給与の合計額360万円は，法人税法第

34条第３項により，令和２事業年度において全額損金の額に算入しない。 

Ｒは，Ｐと生計を一にする配偶者である。したがって，Ｐの事業に関連する事務

処理の対価としてＲへ支払われた賃金については，所得税法第56条により，Ｐの事

業所得の必要経費に算入しない。また，ＲがＰから支払いを受けた賃金は，Ｒの給

与所得の計算上なかったものとみなす。 

Ａ社がＥ社に支払う対価は，消費税法第２条第１項八号の四の事業者向け電気通

信利用役務の提供の対価で，同法第４条第３項第三号で国内取引となる。同法第５

条第１項からＡ社に納税義務があり，同法第28条第２項により１億円を課税標準，

同法第30条第１項第二号及び第２項第一号イにより780万円が仕入税額控除となる。 



 

 

 

資格の大原 無断転用・転載を禁じます 

 

Ａ社は，平成30年４月１日に資本金２億円（1,000万円以上）で設立

された法人であるため，平成30課税期間において消費税の納税義務は免

除されない。消費税法第12条の２第１項 

ＰからＡ社への土地甲の贈与は，法人に対する贈与であるため，Ｐの

譲渡所得の金額の計算上，贈与時における時価10億円を総収入金額とし

て，譲渡があったものとみなす。所得税法第59条第１項第一号 

× 

× 

Ａ社の土地甲の評価換えによる帳簿価額の減額は，令和元事業年度の

損金の額に算入しない。また，令和元事業年度以後の帳簿価額は，その

減額がされなかったものとみなす。法人税法第33条第１項及び第６項 

× 

× 

Ａ社の機械の購入に係る外貨建取引の金額の円換算額は，取引を行っ

た日である令和２年５月20日における外国為替の売買相場により換算

した金額である。法人税法第61条の８第１項 

× 

Ｃ社は，Ａ社の発行済株式の40％を保有する内国法人であるため，配

当控除の適用はなく，受取配当金は令和３事業年度の益金の額に算入し

ない。所得税法第92条，法人税法第23条第１項第一号及び第６項 
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10,740,000 

6,610,000 

7,050,000 

100,000 

150,000 

130,000 
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452,439,000 

5,979,100,000 

390,015,600 

2,418,000 

△23,100 

3,229,200 

390,000 

6,013,321,000 

392,823,600 

504,000 



  
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和 3 年論文式試験租税法第 1 問 問題 1 

 

 
 

 

 

公認会計士講座 

令和 3 年公認会計士論文式試験 

大原の“大当り”ズバリ的中（速報） 

租税法の的中問題をご紹介！ 

 

■資格の大原 令和 3 年受験 論文基礎演習第 1回 

 

 
 

 

 


